平成29年度　第３回建設事業評価審議会議事概要

日　　時　平成29年７月27日（木）　14時30分～17時

場　　所　大阪府庁本館１階　第２委員会室
出席委員　村上会長・伊藤委員・酒井委員・藤原委員・松島委員・門上委員　

（６名）

議　　題　（１）審議対象事業について

　　　　　（２）その他

【議事概要】（◆会長、事務局等の説明等、○委員の発言、⇒部局等の応答）

（１）審議対象事業について

◆　事務局から配付資料に基づき説明

資料１：追加説明資料①（第２回審議会での審議実施事業（道路事業））
資料２：追加説明資料②（公園事業）
資料３－１：事前評価審議案件の概要及び事務局確認内容

資料３－２：再評価（再々評価）審議案件の概要及び事務局確認内容

◆　事務局から、今年度の審議対象事業５件について、６月６日から７月７日までの間、府民意見及び意見陳述希望者の募集を行ったが、ご意見は無かった旨を報告。
◆［会長］

では、審議に入る。

まず、「主要地方道岸和田港塔原線道路・鉄道立体交差事業」については、前回審議において、対応方針（原案）の判断の理由として記載している内容の順序の見直しについて意見がございました。この点について、ご説明願いたい。

◆［都市整備部道路整備課］

資料１「追加説明資料①」に基づいて説明。

・対応方針（原案）の判断の理由について、２ページのとおり、記載の順序を見直した。
（判断の理由）

・鉄道の高架化に合わせて府道を拡幅することにより、円滑な交通の流れの確保や環境改善に寄与することができる。
・平成29年秋に全線高架化の予定である。

◆［会長］

他に質問等はないか。

特に無いようなので、本件については現段階で、対応方針（原案）のとおり「事業継続」としてよいか。

○　異議なし。

◆［会長］

それでは、本件は「事業継続」とさせていただく。

◆［会長］

次に、「一般府道豊能池田線（伏尾バイパス）道路改良事業」については、対応方針（原案）は「事業休止」であるが、前回審議において、休止継続の判断理由が不十分であった。また、現時点で事業中止又は再開の判断が出来ない理由について、箕面森町のまちびらきに伴う将来の交通変動予測など数値的な根拠を示しながら説明をお願いしたいとの意見があった。以上について、補足説明を願いたい。

◆［都市整備部道路整備課］

資料１「追加説明資料①」に基づいて説明。

・事業休止に至った経緯（６～10ページ）
　大阪府財政再建プログラム（H20.6）の建設事業費縮減に伴い事業を一時休止。その後、大阪府都市整備中期計画（H24.3策定、H28.3改訂）においても休止継続としている。

・平成17年度の交通センサス以降、本事業区間の交通量、大型車混入率ともに減少しており、交通の安全性が改善している。（11ページ）
・交通量の減少に伴い、交通事故件数も減少傾向である。（12ページ）
・防災の観点から対策が必要な現道の法面の要対策箇所（４箇所）については、防災事業により防災工事を順次実施している。（13～15ページ）
・新名神高速道路（大津JCT～神戸JCT）の供用予定スケジュール（16ページ）
・事業採択時（H9）の計画との比較（17～18ページ）
　H12将来交通量予測（H2センサスベース）：10,300台/日
　H42将来交通量予測（H17センサスベース）

①新名神H28供用開始、箕面森町の土地利用見直し前：14,300台/日

②新名神H29供用開始、箕面森町の土地利用見直し後：11,300台/日

※箕面森町の土地利用見直しは、現時点の想定ケースでの試算である。

・対応方針（原案）「事業休止」の判断の理由について、記述を以下のとおり修正した。

（判断の理由）

・土砂災害対策として、対策が必要な箇所の防災工事を順次実施しており、また、H19年度の箕面グリーンロード供用後、本事業区間の交通量・大型車混入率ともに減少してきており、事業の緊急性は低下している。
・しかし、将来交通量予測（H42）では、事業採択時と同等の交通量が見込まれ、H29年度末の新名神高速道路の供用、H30年度末の箕面森町（企業誘致ゾーン）の土地引渡しによる企業立地に伴う交通状況変動を確認する必要がある。
・今後、交通状況の変化を踏まえ、事業実施の判断を見極め、また、判断に向け、事業費のコスト縮減や、早期効果発現について、代替案（現道拡幅等）との比較も含め検討を行っていく。

○　15ページ。防護工の代表工法として、「落石防護網 高エネルギー吸収型ポケット式落石防護網」とあるが、高エネルギー吸収型ポケット式とは具体的にどういうものか。

⇒［都市整備部道路整備課］

地山が風化し、転石が落ちて来た時に地面とネットの隙間で受け止めるタイプのものである。

○　「高エネルギー」とあるが、地震等を想定した新しい工法か。

⇒［都市整備部道路整備課］

いいえ。従来からの一般的な工法で、比較的安価なものである。

○　事業を計画したのはいつか。
⇒［都市整備部道路整備課］

事業採択は平成9年度であり、計画自体はその少し前である。

○　工事進捗率は20％とあるが、具体的には何か。

⇒［都市整備部道路整備課］

５ページの図で、現道拡幅区間とバイパス区間の境目あたりで、トンネル部への進入路として一部施工している。

○　11ページの表は、箕面グリーンロードが供用したことによって、交通の流れが変わり、本事業区間の交通量が減っているということだと思うが、４ページの図では、道路の方向が全く違うように思う。現在、交通の流れがどうなっているのか図を用いて説明願いたい。

⇒［都市整備部道路整備課］

４ページの図で、箕面グリーンロードが出来る前は、例えば、北から南に移動する場合、府道豊能池田線を池田市まで南下し、そこから東に移動しなければならなかったが、箕面グリーンロードが出来たことによって、まっすぐ南下することが出来るようになった。

○　17ページの事業採択時のH12将来交通量予測10,300台/日には、新名神高速道路、箕面グリーンロード、箕面森町はそれぞれ含まれているか、いないか。
⇒［都市整備部道路整備課］

新名神は含まないが、箕面グリーンロードと箕面森町は含んでいる。

○　新名神が出来れば、これに更に上乗せされるという想定は当初からしていたという理解でよいか。

⇒［都市整備部道路整備課］

はい。

○　対して、現時点のH42将来交通量予測11,300台/日には、新名神も含んでいるとの理解でよいか。

⇒［都市整備部道路整備課］

はい。

○　了解した。思っていたより少なくないという印象である
○　対応方針（原案）の判断の理由に記述されている「代替案との比較も含め検討」とは、具体的に何か。
⇒［都市整備部道路整備課］

トンネルの代わりに現道拡幅を行うことによって走行性を高めるような改善策などを想定している。
○　内部的に検討するのか。地元を巻き込んで話をするのか。
⇒［都市整備部道路整備課］

時期的には、周辺の交通の流れが落ち着くであろう平成31年度以降に検討したいと考えているが、その時点での交通量等のデータを以て、地元とも協議し、同意が得られれば事業着手という流れになると思う。

○　その場合、９ページに事業再開の条件が示されているが、代替案で事業再開するという判断があり得るという理解でよいか。

⇒［都市整備部道路整備課］

はい。

○　その場合でも、「中止」ではなく、「再開」という理解でよいか。

⇒［都市整備部道路整備課］

はい。評価調書の「コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点」にも記載しているが、本事業で代替案による再開となる。

○　了解した。

○　９ページ。局所改良とは具体的には何か。

⇒［都市整備部道路整備課］

部分的な拡幅、交差点改良などである。

○　用地は改めて取得しなければならないのか。

⇒［都市整備部道路整備課］

検討する代替案によってはあり得る。ただ、既に所得済みの用地をなるべく生かせる形での案を検討する。
○　箕面森町の企業誘致には、本事業区間の整備の有無は影響しないか。

⇒［都市整備部道路整備課］

箕面森町の企業誘致ゾーンは現在公募中であるが、応募してくる企業は、新名神や箕面グリーンロードを見込んでいると思う。本事業区間の整備の有無はそれほど影響しないと思う。
○　９ページ。事業再開の条件である事業費の縮減とは、当初の事業費と比較して１％でも縮減できれば良いということか。それとも、何か具体的な数値基準などがあるのか。

⇒［都市整備部道路整備課］

数値基準はない。当初計画との比較である。

○　今回休止継続したと仮定して、次回の評価は５年後になるのか。それとも、状況に応じて、もう少し早く評価することもあるのか。
⇒［都市整備部道路整備課］

制度上は５年後であるが、状況が変われば、５年を待たずに審議会に諮ることもあり得る。

○　それは自発的なものか、それとも、審議会からの付帯意見とした方がよいのか。

⇒［事務局］

付帯意見とすることも可能である。
○　審議に諮るかどうかの判断は、事務局で行うのか。

⇒［事務局］

はい。制度上は原則５年後であるが、事務局の方で状況の変化が確認できれば審議対象事業として諮らせていただくが、審議会として意見を付けていただければそのように対応させていただく。
○　付帯意見を付けると強制力がでるのか。

⇒［事務局］

事業の見極めができる時期が現時点ではまだ明確ではなく、付帯意見に「○年度に評価」とは書けないので、「○○すれば、速やかに評価」というような表現になると思う。そうした付帯意見がでれば、事務局としても注視することとなるので、必要かつ適切な時期に審議会に諮ることとなる。
⇒［都市整備部道路整備課］

箕面森町ができた後、周辺の交通状況を確認し、地元調整も行ったうえで、平成32年度くらいには審議いただきたいと考えている。

○　前回も含め色々と意見が出たので、将来の為にも何らかの形で残しておいた方がいいと思う。例えば付帯意見として残せるのであればその方がいい。
○　この事業としては中止して、別の事業として違う方向から検討するというのはあり得るか。

⇒［都市整備部道路整備課］

目的も区間も同じなので難しい。代替案での再開は可能である。

◆［会長］

対応方針（原案）の判断の理由について、ご意見等はないか。

○　本事業の目的として、当初から土砂災害対策は前提としていたか。

⇒［都市整備部道路整備課］

はい。本事業区間は土砂災害の影響を受けやすい区間として、土砂災害対策も事業の目的の一つとなっていた。
○　つまり、防護ネットではなく、抜本的に災害の少ない道路にしようという目的が元々あったという理解でよいか。

⇒［都市整備部道路整備課］

はい。

○　対応方針（原案）の判断の理由に、「交通状況変動を確認する必要がある」と記述があるが、もう一歩踏み込んで、当初想定していた事業の必要性があるかどうかを確認する必要があることを明記してはどうか。例えば、「交通状況を踏まえて、事業の必要性を再確認する」というイメージではいかがか。
⇒［都市整備部道路整備課］

ご意見を踏まえて修正する。

○　対応方針（原案）の判断の理由に、「交通状況の変化を踏まえ、事業実施の判断を見極め、」と記述があるが、時期を明記できないか。

⇒［都市整備部道路整備課］

箕面森町が平成31年に完成した後、状況に応じて代替案の検討も行わなければならないので、時期を明記するのは困難である。「交通状況の変化を踏まえ」と記述している部分に、「交通量が明確になった段階で代替案の検討も含め」など、もう少し具体的な時期が分かるような記述を追記する。
◆［会長］

他に質問等はないか。

本件においては、対応方針（原案）の判断の理由について、意見があったので、次回修正案を説明いただき、その確認を行いたいと思う。
◆［会長］

では次に、公園事業である「大泉緑地整備事業」の審議を行うので、説明をお願いする。
◆［都市整備部公園課］
　資料２「追加説明資料②」に基づいて説明。
・大阪四大緑地の一つである大泉緑地は、大阪府公園基本構想において「市街地に広大な森林をつくる公園」として位置づけられ、市街地に広い森林を積極的に創出し、自然的大空間を形成することを目標に整備を行っている。
・また、大泉緑地は広域避難場所及び後方支援活動拠点に位置付けられており、防災公園としての整備が急務となっている。
・現在事業中の区域は、松原市域へアクセスし、緊急時の避難路や緊急車両の通行ルートとして活用され、大泉緑地の利用価値を高めるとともに防災にも資するものである。
・全体計画面積123.0haのうち、平成29年３月末現在で101.5 haを開設済み。

　開設済区域の主な施設は、大芝生広場、桜広場、かきつばた園、ふれあいの庭、児童遊戯場、サイクルどろんこ広場、中央休憩所、野球場、球技広場、テニスコート等。
・全体事業費は552.1億円（用地費405.6億円、工事費146.5億円）で前回評価時から125.1億円減少。工事費の内訳は、造成費が78.0億円、建設費が68.5億円である。

・費用便益比は1.78で前回評価時から1.70減少。残事業B/Cは1.30。
・維持管理費は、平成28年度実績で約17,800万円/年。
・現事業認可区域の完成予定年度は平成35年度（前回評価時は平成30年度）。
・事業の進捗率は、81％（用地82％、工事78％）である。

・事業中区域（事業認可区域）内の未買収地は0.04haとなっており、平成29年度中の買収を予定している。また、事業中区域1.9haは、平成35年度までに工事の完了を予定している。

・対応方針（原案）は、「事業継続」と提示。
（判断の理由）
・昨今の震災発生状況などを踏まえると、防災公園整備の必要性はさらに高まっており、本事業により、松原市域からの避難路・緊急車両ルートが確保されるとともに、みどりのネットワーク化が図れる。
・事業中区域内の用地買収は平成29年度に完了予定であり、また工事も平成35年度に完了させる予定である。
○　事業認可予定区域の用地買収はどの程度進んでいるか。
⇒［都市整備部公園課］
一部、先行買収しているが、大部分が未買収である。
○　事業認可とはどのようなものか。
⇒［都市整備部公園課］
都市計画法に基づく手続きであり、認可を取得すれば土地収用も可能となる。
○　未着手区域とは何か。全体事業費に含まれているのか。整備しないこともあり得るのか。
⇒［都市整備部公園課］
今後整備を予定している区域であり、将来的には開設済区域同様に公園として供用する。全体事業費にも含んでいる。
○　事業中区域の現状が分かる資料はないか。
⇒［都市整備部公園課］
17ページの航空写真のとおり。
○　事業認可予定区域の状況はどうなっているのか。
⇒［都市整備部公園課］
全くの未着手で、田畑の状態である。事業中区域を整備した後に事業認可予定区域の整備に着手する。
○　完成予定年度の平成35年度とは、どの部分の完成年度なのか。
⇒［都市整備部公園課］
事業中区域の完成予定年度である。
○　公園全体ではなくて、事業中区域だけなのか。
⇒［都市整備部公園課］
はい。
○　ということは、今回の審議は、事業中区域と事業認可予定区域のみを対象としているのか。
⇒［都市整備部公園課］
あくまでも、審議対象は公園全体と考えている。評価調書の記載でも、B/Cや進捗率は公園全体として算出している。公園全体の進捗率は81％である。
○　では、公園全体の完成予定時期はいつなのか。
⇒［都市整備部公園課］
平成47年度を予定している。
○　その記載はどこにあるか。 

⇒［都市整備部公園課］
評価調書に記載はない。
○　評価調書の進捗状況を見ると、用地の進捗が前回の平成24年度評価時と変わっていない。この５年間用地買収は、一切進んでいないという理解で良いか。
仮にそうならば、余りにも時間がかかり過ぎていると思う。そういう状況で事業を進めたとしても、５年後、また同じような数字が出てくることが懸念される。逆に、防災機能強化が最重要であるなら、その効果を発現するための代替案を考えていただく必要があると思う。現計画を100％完成させるのではなく、松原市域との接続を最優先とした代替案を立案できないか。
⇒［都市整備部公園課］
松原市との接続を第一に進めているところであり、確実に効果を発現させる区域から事業を進めており、代替案立案は困難である。
○　未着手区域は事業認可予定区域よりも更にまだ用地買収も何もしていない区域ということか。
⇒［都市整備部公園課］
はい。
○　前回評価時から全体事業費が減っているのは何故か。
⇒［都市整備部公園課］
前回評価時から、全体事業費の見直しを行っている。具体的には、地価が下がっているので用地費は下がっており、人件費等が上がっているので工事費は上がっている。結果、事業費全体では下がっている。

○　松原市域から入れないのは極めて致命的ということは理解できる。事業費、時期、施設配置など全体的な計画が分からないので、何を優先すべきか分からず議論できない。全体計画に関する補足資料を示していただきたい
⇒［都市整備部公園課］
全体計画に至る優先順位、段階的な開設を考えている。全体計画はあるので、次回お示しさせていただく。
○　防災公園として、あるいは広域避難場所としての位置付けについては理解できた。しかし、後方支援活動拠点の機能と場所はどの部分か。
⇒［都市整備部公園課］
後方支援活動拠点とは、自衛隊、消防等の活動エリア。大阪中央環状線等の幹線道路に接する駐車場やスポーツエリアなどが現在は位置付けられている。ただし、公園の開設状況に応じて、新たなエリアも位置付けられる可能性がある。
○　18ページ。防災に関する体験イベント等を開催されているが、参加者は、自らが被災した場合を想定して参加しているのか、それとも被災者をサポートする立場として参加されているのか。
⇒［都市整備部公園課］
自らが被災者の立場として参加していただいている。
○　想定避難人口約20.5万人を受け入れるには、現在の開設済区域では不足しているのか。
⇒［都市整備部公園課］
現在の開設済区域で面積的には収容可能である。
○　現状のスペースで収容可能なのであれば、事業認可予定区域や未着手区域を全て買収、整備しなくてもいいのではないか。全てを完成させるのに長期間を要するのであれば、代替案として、未着手区域も含めた範囲で、松原市側から何本かルートを繋げればいいのではないか。
⇒［都市整備部公園課］
松原市域でみると、公園の南東側は人口が少なく、北東側が人口が多い地域であるため、北側部分からの整備を計画している。

現在、市道が存在するものの、この区域は災害時に多くの市民の避難路及び緊急車両ルートとなるため、広幅員の園路を中心とした区域整備が必要である。
○　現在整備を進めようとしている北側部分の必要性については理解したが、残る南側の未着手区域は、避難スペースとして必要なのか。
⇒［都市整備部公園課］
防災の視点としては重要な区域ではないが、公園事業の目的である緑のオープンスペースと森林形成としては必要な区域である。ただし、限られた予算の中で防災に重点を置いて事業を進めているのが現状である。
○　避難してきた20.5万人は、ここでずっと避難生活を送るのか。被災者は、ここに一時的に避難し、地震等が落ち着いた時点で、学校などの避難所に移動するのではないか。
⇒［都市整備部公園課］
そのとおり。ここは広域的な避難場所であって、避難所は別にある。小学校や公民館などが避難所に指定されている。広域避難場所では避難者が３日程度滞在することを想定している。
○　３日間の食料や水、テントなどは公園の中に備蓄されているのか。
⇒［都市整備部公園課］
食料や飲料水などの物資はここにはなく、近隣の防災拠点から避難所に運ばれる。
○　防災拠点は別にあるということか。
⇒［都市整備部公園課］
八尾市（空港隣接）、泉南市（りんくうタウン）、吹田市（万博記念公園）に広域防災拠点がある。なお、後方支援活動拠点は、災害が起こる都度知事が指定する。
広域避難場所のイメージとしては、大きな大火が発生し、避難所まで辿り着けないような状況の時に、延焼しないような安全な場所に一旦避難していただく。本来は、公民館であったり市町村の施設が長期間の避難場所となるので、大火が鎮火し、避難場所の準備が整えは、そちらの方に行っていただくということになる。大火が起こった時に、まずは命を守っていただくため、あくまで一時的に避難する場所である。
○　大泉緑地は防災拠点ではないという理解でよいか。
⇒［都市整備部公園課］
後方支援活動拠点である。少し落ち着いてから、自衛隊や消防、警察が体制を作り、救助をしたり、復興に向けた活動を行う拠点となる。
○　危機管理室と連携して計画を立てていると理解したらいいか。
⇒［都市整備部公園課］
はい。
○　現在開設している区域は、元々森林があったのではなく、植樹して造成した人工的な公園という理解でよいか。
⇒［都市整備部公園課］
そのとおり。元々は田畑であった所を造成したものである。
○　公園の北東に出っ張った部分は何か。
⇒［都市整備部公園課］
松原市域で既に開設済みの区域で、公園として供用開始している。
○　切り離された状態になっている。認可予定区域との間に未着手区域があるが、なぜか。
⇒［都市整備部公園課］
池があるため。
○　公園全体の事業計画図はあるか。
⇒［都市整備部公園課］
はい。都市計画決定時の参考図がある。
○　公園全体の完了年度の記載もなく、全体像が見えない。
○　公園全体では、前回評価時から用地の進捗がないということは、事業中区域の用地の進捗状況として評価調書に記載されている8.0億円は、平成24年度以前に進捗したものか。
⇒［都市整備部公園課］
評価調書で、前回評価時から用地進捗の数字が変わっていないが、実際には、土地開発公社で用地の先行取得を行っている。その後、公社から買い戻して大阪府の土地にするという手続きを行うが、まだ買い戻しをしていないため、数字としては表れていない。
○　全体像が分からないので、審議ができない。短期的には、事業認可がある箇所しか進められないのは分かるが、あくまでも全体についての審議をするので全体の計画をお示しいただきたい。
その際に、緊急に必要なのは防災だということは分かるが、緑地の確保やレクリエーションが主たる目的ならば、その重要性を説明いただきたい。費用便益分析で見ても、便益の半分程度が直接利用価値で、残り半分が環境と防災であり、防災の価値は全体の４分の１程度である。直接利用価値や環境面も含めて効果を発現させるために、この全体計画が必要であることを説明いただきたい。
⇒［都市整備部公園課］
承知した。
○　評価調書で、費用便益比について、前回評価時と今回の比較において、便益の値が2,090.0億円から1,097.4億円に大きく減少している理由は何か。
⇒［都市整備部公園課］
マニュアルの改訂により、ゾーンの対象人口が減少したことが主な要因である。具体的には、前回評価時は大阪市を１行政区として扱っていたが、今回は28ページの図のように区単位に分割することとなったため、一部の区が対象区域から外れ、ゾーン人口が減ったことにより、便益が減少している。
○　この５年間の間に何をしたか。最初にスタートした時点で、どのような整備スケジュールで考えていて、実際どう進んできたのか。そして、今後どうなる見込みなのかを教えていただきたい。
⇒［都市整備部公園課］
承知した。
○　35ページの残事業の投資効率性の評価における費用便益分析について。残事業とは何を指すか。
⇒［都市整備部公園課］
認可予定区域と未着手区域の整備である。
○　既発現便益は含まないという理解でよいか。
⇒［都市整備部公園課］
そのとおり。
○　残事業部分を整備する場合としない場合の差で計算しているという理解でよいか。
⇒［都市整備部公園課］
そのとおり。
○　その結果、残事業部分のB/Cが1.30だから整備する投資効果があるということか。
⇒［都市整備部公園課］
そのとおり。
◆［会長］

　　指摘いただいた事項については、修正いただいた上で次回以降に審議を行う。
◆［会長］

　　本日予定していた審議は以上をもって終了する。
以上
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